
  

 

 

2022 年 11 月 30 日 

News Release 

楽天生命保険株式会社 

 

2022年度上半期業績のお知らせ 
 

 

 

楽天生命保険株式会社の 2022 年度上半期（2022 年 4 月 1 日～9 月 30 日）の業績についてお知らせいた

します。 

 

主要業績 

新契約指標： 当期は、対面チャネルの新契約年換算保険料が対前年同期比 6.5%増と進展し、特に 7～

9 月の四半期では対前年同期比 26.0%増と大きく増加しており、個人保険全体の新契約年換算保険料は

2,324 百万円となりました。なお、当社主力商品の医療保険 1095αの特約として 4 月から販売を開始して

いる「入院一時金特約」は、多くのお客さまからご好評いただいており、今後更に販売拡大することを見

込んでおります。 

保険料収入： 医療保険、定期保険、終身保険といった主力商品の販売や、団体信用生命保険などの保

有契約の増加により、共済商品区分（*1）を除く生命保険契約の保険料収入については、13,722 百万円（前

年同期比 11.2%増）となりました。なお、共済商品区分を含めた保険料収入全体では 17,172 百万円（前年

同期比 5.1%増）となりました。また、団体保険については金融機関との団体信用生命保険の新規取引を拡

大したことで、保険料収入が対前年同期比 43.5%増と大きく伸展しております。 

経常利益/当期純利益： 保険料収入は伸展しているものの、新型コロナウイルスによる給付金等支払増

加の影響により、経常利益は 482 百万円、当期純利益は 235 百万円となりました。また、会社法会計とは

別に、経営管理の指標としております IFRS（国際財務報告基準）においては、当期純利益（税引前）3,725

百万円となりました（前年同期比 9.1%増・次頁参照）。 

ソルベンシー･マージン比率： 1,414.6%となり、引き続き充分な健全性を維持しております。 

主要業績指標 
2021 年度 上半期 
（2021 年 4 月 1 日から 

2021 年 9 月 30 日まで） 

2022 年度 上半期 

（2022 年 4 月 1 日から 

2022 年 9 月 30 日まで） 

   対前年同期比 

保険料収入 16,346 百万円 17,172 百万円 105.1% 

 （共済商品区分除く*1） 12,338 百万円 13,722 百万円 111.2% 

経常利益 1,082 百万円 482 百万円 44.5% 

当期純利益 717 百万円 235 百万円 32.8% 

ソルベンシー･マージン比率 （*2）1,500.6％ 1,414.6％ -86.0pts 

*1 共済商品区分についての新規募集は停止しております。 

*2 前年度末（2022 年 3月末）の数値。 



 

参考：IFRS決算による業績について 

 

楽天グループでは、IFRS（国際財務報告基準）を採用しているため、当社においても、会社法基準のほかに

IFRS を採用し、経営管理の指標としております。 

 (単位：百万円) 

  

2021 年度 

（2021 年 4 月～2021 年 9 月） 

2022 年度 

（2022 年 4 月～2022 年 9 月） 

    対前年同期比 

営業収益 20,925  26,193  125.2% 

  保険料収入 16,348  17,171  105.0% 

 （共済商品区分除く） 12,338  13,721  111.2% 

  資産運用収益 223  427  190.9% 

営業費用 17,510  22,468  128.3% 

  生命保険費用 6,792  12,040  177.2% 

  資産運用費用 23  7  30.0% 

  その他費用 10,694  10,421  97.4% 

当期純利益（税引前） 3,415  3,725  109.1% 

・ 保険料収入は 17,171 百万円(前年同期比 5.0%増、共済商品区分を除く保険料収入は前年同期比 11.2%増）と

なり、その結果、営業収益は 26,193 百万円（前年同期比 25.2%増）となりました。営業費用は 22,468 百万

円（前年同期比 28.3%増）となりました。 

・ 当期純利益（税引前）は 3,725 百万円（前年同期比 9.1%増）となりました。 

 

 

＜IFRS 決算と会社法基準決算の主な違いについて＞ 

１． 繰延新契約費 

・ IFRS では、新契約獲得にかかる費用を当期に一括計上せず、繰延処理を行います。 

・ 会社法基準では、新契約獲得にかかる費用を、当期費用として一括計上します。 

従いまして、新契約の販売が好調な時、IFRS では、新契約の増加に比例する形で利益が増加し、会社法基

準では、当期の利益が減少します。 

２． 責任準備金 

・ IFRS では、責任準備金の計算に市場金利を用いております。 

・ 会社法基準では、標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式、標準責任準備金の対象

とならない契約については平準純保険料式を用いております。 

 

 

【お問い合わせ先】 

楽天生命保険株式会社 経営企画部 広報担当 

E-mail：rli-public-relations@rakuten-life.co.jp 
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2022年 11月 30日 

楽天生命保険株式会社 

 

 

 

 

 

 

楽天生命保険株式会社の 2022年度上半期の業績についてお知らせいたします。 

※資料中、「第 2四半期」は「2022年 4月 1日～9月 30日」を表しております。 
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１．主要業績 

（１）保有契約高及び新契約高 

・保有契約高                      （単位：千件、億円、％） 

区  分 

２０２１年度末 
２０２２年度 

第２四半期（上半期）末 

件 数 金 額 件 数 金 額 

   
前年度 

末比 
 

前年度 

末比 

個人保険 822 14,898 852 103.6 14,742 99.0 

個人年金保険 ― ― ― ― ― ― 

団体保険 ― 13,561 ― ― 15,568 114.8 

団体年金保険 ― ― ― ― ― ― 

 

 

・新契約高                                 （単位：千件、億円、％） 

区分 

２０２１年度 

第２四半期（上半期） 

２０２２年度 

第２四半期（上半期） 

件 数 金 額 件 数 金 額 

  新契約 
転換による

純増加 
 

前年  

同期比 
 

前年  

同期比 
新契約 

転換による

純増加 

個 人 保 険 131 1,373 1,373 ― 157 119.5 923 67.2 923 ― 

個人年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

団 体 保 険 ― 2 2 ― ― ― 2 100.3 2 ― 

団体年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

（注）団体保険の新契約高は、新契約として計上された月の単月の新契約高を表します。  
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（２）年換算保険料                                     

・保有契約                      （単位：百万円、％） 

区  分 ２０２１年度末 

２０２２年度 

第２四半期 

（上半期）末 

 

前年度 

末比 

個 人 保 険 32,190 32,771 101.8 

個 人 年 金 保 険 ― ― ― 

合 計 32,190 32,771 101.8 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
24,794 25,369 102.3 

 

 

・新契約                       （単位：百万円、％） 

区  分 
２０２１年度 

第２四半期（上半期） 

２０２２年度 

第２四半期（上半期） 

 

前年 

同期比 

個 人 保 険 2,352 2,324 98.8 

個 人 年 金 保 険 ― ― ― 

合 計 2,352 2,324 98.8 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
1,870 1,926 103.0 

（注）１．年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あ

たりの保険料に換算した金額です。 

２．「うち医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給

付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。 
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２．一般勘定資産の運用状況     

 

（１）運用環境   

2022 年 4～6 月期の実質 GDP は、前期比年率＋4.6％のプラス成長となり、 3 四半期連続のプラス成

長となりました。3 月 21 日に新型コロナウイルスまん延防止等重点措置が解除されたことにより、4 月

以降、感染拡大下でも人出の回復が進み、サービス消費を中心とする個人消費の回復が進みました。7～

9 月期の実質 GDP は、前期比年率-1.2％となりました。個人消費は、4～６月期より鈍化したものの 0.3

％増と増加を継続し、設備投資も 1.5％増と内需は比較的堅調であったものの、海外に支払う広告費など

輸入が大幅に増加したことにより全体を押し下げました。 

世界的なインフレと、欧米の金利上昇が日本経済の下押し要因となっており、欧米の金融引締めを背

景に景気後退懸念が高まっています。国内では、雇用・賃金が回復するなかでも、インフレにより実質

所得は 2023年前半頃までマイナスで推移する見込みであり、個人消費の重石となっています。 

米国連邦公開市場委員会（FOMC）が金利引き締め策を行う一方、日本銀行は、イールドカーブコント

ロールで 10 年国債を 0.25％に制限しているため、日米金利差が拡大し、1990 年以来の円安水準となっ

ております。 

9月末の国債利回りは、10年国債 0.244％、20年国債 0.996％、30年国債 1.378％となりました。 

 

（２）運用方針   

当社の資産運用にあたっては、保険金及び給付金を将来にわたって確実に支払うことができるよう、

安全性、流動性及び収益性の確保が重要な使命と考えております。 

安全性を第一義とし流動性及び収益性を重視した運用資産ポートフォリオの構築を図りつつ、運用環

境の変化に対応しながら、中・長期的に安定的な収益の確保を目標とし、リスク分散を図りながら有価

証券主体の運用を行っています。 

 

（３）運用実績の概況 

2022 年度上半期末の一般勘定資産は 57,596 百万円と前年度末比 108.8％となり、運用資産は 41,855

百万円と同 100.2％となりました。 

運用は、今後の金利上昇によるポートフォリオの金利感応度を高めないようにするため、デュレーシ

ョンを短めにコントロールし、上半期は、日米の金利差拡大で円安傾向であったため、ドル建てクレジ

ットの資産組み入れを増やしました。また、不動産投資信託への投資も実行しております。 
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３．資産運用の実績（一般勘定） 

（１）資産の構成             

（単位：百万円、％） 

区   分 
２０２１年度末 

２０２２年度 

第２四半期（上半期）末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 8,927 16.9 2,954 5.1 

買 現 先 勘 定 - - - - 

債券貸借取引支払保証金 - - - - 

買 入 金 銭 債 権 8,738 16.5 8,456 14.7 

商 品 有 価 証 券 - - - - 

金 銭 の 信 託 - - - - 

有 価 証 券 23,899 45.1 30,249 52.5 

 公 社 債 14,935 28.2 16,613 28.8 

 株  式 - - 205 0.4 

 外 国 証 券 5,864 11.1 10,110 17.6 

  公 社 債 5,864 11.1 10,110 17.6 

  株 式 等 - - - - 

 そ の 他 の 証 券 3,098 5.9 3,321 5.8 

貸 付 金 194 0.4 194 0.3 

不 動 産 70 0.1 71 0.1 

繰 延 税 金 資 産 1,403 2.7 1,349 2.3 

そ の 他 9,703 18.3 14,319 24.9 

貸 倒 引 当 金 - - - - 

合 計 52,938 100.0 57,596 100.0 

 う ち 外 貨 建 資 産 5,620 10.6 7,726 13.4 

 

 

（２）資産の増減                         （単位：百万円） 

区   分 
２０２１年度 

第２四半期（上半期） 

２０２２年度 

第２四半期（上半期） 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 13,847 △5,973 

買 現 先 勘 定 - - 

債券貸借取引支払保証金 - - 

買 入 金 銭 債 権 △141 △282 

商 品 有 価 証 券 - - 

金 銭 の 信 託 - - 

有 価 証 券 △14,568 6,350 

 公 社 債 △9,714 1,677 

 株  式 - 205 

 外 国 証 券 △7,069 4,245 

  公 社 債 △7,069 4,245 

  株 式 等 - - 

 そ の 他 の 証 券 2,216 222 

貸 付 金 △300 - 

不 動 産 △3 0 

繰 延 税 金 資 産 46 △53 

そ の 他 76 4,615 

貸 倒 引 当 金 0 - 

合 計 △1,043 4,658 

 う ち 外 貨 建 資 産 - 2,105 
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（３）資産運用収益                       （単位：百万円） 

区   分 
２０２１年度 

第２四半期（上半期） 

２０２２年度 

第２四半期（上半期） 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 136 320 

 預 貯 金 利 息 0 0 

 有価証券利息・配当金 93 280 

 貸 付 金 利 息 1 0 

 不 動 産 賃 貸 料 - - 

 そ の 他 利 息 配 当 金 42 39 

商 品 有 価 証 券 運 用 益 - - 

金 銭 の 信 託 運 用 益 - - 

売買目的有価証券運用益 - - 

有 価 証 券 売 却 益 82 2 

 国 債 等 債 券 売 却 益 45 - 

 株 式 等 売 却 益 - - 

 外 国 証 券 売 却 益 37 - 

 そ の 他 - 2 

有 価 証 券 償 還 益 - - 

金 融 派 生 商 品 収 益 - - 

為 替 差 益 - 18 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0 - 

そ の 他 運 用 収 益 - - 

合     計 219 341 

 

 

（４）資産運用費用                              （単位：百万円） 

区   分 
２０２１年度 

第２四半期（上半期） 

２０２２年度 

第２四半期（上半期） 

支 払 利 息 0 1 

商 品 有 価 証 券 運 用 損 - - 

金 銭 の 信 託 運 用 損 - - 

売買目的有価証券運用損 - - 

有 価 証 券 売 却 損 21 - 

 国 債 等 債 券 売 却 損 19 - 

 株 式 等 売 却 損 - - 

 外 国 証 券 売 却 損 1 - 

 そ の 他 - - 

有 価 証 券 評 価 損 - - 

 国 債 等 債 券 評 価 損 - - 

 株 式 等 評 価 損 - - 

 外 国 証 券 評 価 損 - - 

 そ の 他 - - 

有 価 証 券 償 還 損 - - 

金 融 派 生 商 品 費 用 - - 

為 替 差 損 - - 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 - - 

貸 付 金 償 却 - - 

賃貸用不動産等減価償却費 - - 

そ の 他 運 用 費 用 - - 

合     計 21 1 
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（５）売買目的有価証券の評価損益                   

該当ありません。 

 

（６）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外） 

     （単位：百万円） 

区  分 

２０２１年度末 ２０２２年度第２四半期（上半期）末 

帳 簿 価 額 時 価 
差 損 益 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

 差 益 差 損  差 益 差 損 

 

満期保有目的の債券 - - - - - - - - - - 

責任準備金対応債券 - - - - - - - - - - 

子会社・関連会社株式 - - - - - - - - - - 

そ の 他 有 価 証 券 32,395 32,637 242 481 △239 37,830 38,500 670 1,289 △619 

 

公 社 債 14,939 14,935 △3 78 △82 16,824 16,613 △210 29 △240 

株 式 - - - - - - - - - - 

外 国 証 券 5,563 5,864 300 300 - 8,924 10,110 1,186 1,205 △19 

 
公 社 債 5,563 5,864 300 300 - 8,924 10,110 1,186 1,205 △19 

株 式 等 - - - - - - - - - - 

そ の 他 の 証 券 3,242 3,098 △143 5 △149 3,634 3,321 △313 5 △319 

買 入 金 銭 債 権 8,649 8,738 88 96 △7 8,447 8,456 8 48 △39 

譲 渡 性 預 金 - - - - - - - - - - 

そ の 他 - - - - - - - - - - 

 合      計   32,395 32,637 242 481 △239 37,830 38,500 670 1,289 △619 

 

公 社 債 14,939 14,935 △3 78 △82 16,824 16,613 △210 29 △240 

株 式 - - - - - - - - - - 

外 国 証 券 5,563 5,864 300 300 - 8,924 10,110 1,186 1,205 △19 

 公 社 債 5,563 5,864 300 300 - 8,924 10,110 1,186 1,205 △19 

 株 式 等 - - - - - - - - - - 

そ の 他 の 証 券 3,242 3,098 △143 5 △149 3,634 3,321 △313 5 △319 

買 入 金 銭 債 権 8,649 8,738 88 96 △7 8,447 8,456 8 48 △39 

譲 渡 性 預 金 - - - - - - - - - - 

そ の 他 - - - - - - - - - - 

（注）１．本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいま

す。 

２．本表には、金銭の信託を含んでおりません。 

３．市場価格のない株式等および組合等は本表から除いています。 

 

・市場価格のない株式等および組合等の帳簿価額は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 

区  分 ２０２１年度末 
２０２２年度 

第２四半期（上半期）末 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式            －           205 

そ の 他 有 価 証 券            －            － 

 

国内株式            －            － 

外国株式            －            － 

その他             －            － 

合  計             －           205 
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（７）金銭の信託の時価情報                               

  該当ありません。 
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４.中間貸借対照表 

                                                （単位：百万円） 

期 別 

 

科 目 

２０２１年度末 

要約貸借対照表 

（２０２２年３月３１日現在） 

２０２２年度 

中間会計期間末 

（２０２２年９月３０日現在） 

金 額 金 額 

（ 資 産 の 部 ）    

現 金 及 び 預 貯 金 8,927  2,954  

買 入 金 銭 債 権 8,738  8,456  

有 価 証 券 23,899  30,249  

（ う ち 社 債      ）  （            14,935） （             16,613） 

（ う ち 株 式      ）  （               －） （               205） 

（ う ち 外 国 証 券      ）  （            5,864） （             10,110） 

貸 付 金 194  194  

一 般 貸 付 194  194  

有 形 固 定 資 産 288  255  

無 形 固 定 資 産 4,990  5,196  

再 保 険 貸 718  5,216  

そ の 他 資 産 3,776  3,721  

繰 延 税 金 資 産 1,403  1,349  

資 産 の 部 合 計 52,938  57,596  

（ 負 債 の 部 ）    

保 険 契 約 準 備 金 33,593  35,884  

支 払 備 金 1,945  3,821  

責 任 準 備 金 31,647  32,063  

代 理 店 借 582  564  

再 保 険 借 899  2,225  

そ の 他 負 債 1,872  2,156  

未 払 法 人 税 等 19  12  

リ ー ス 債 務 2  1  

資 産 除 去 債 務 20  20  

そ の 他 の 負 債 1,830  2,121  

退 職 給 付 引 当 金 827  900  

価 格 変 動 準 備 金 64  73  

負 債 の 部 合 計 37,840  41,805  

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本 金 7,500  7,500  

資 本 剰 余 金 2,977  3,182  

資 本 準 備 金 2,540  2,540  

そ の 他 資 本 剰 余 金 437  642  

利 益 剰 余 金 4,471  4,706  

利 益 準 備 金 14  14  

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,457  4,692  

繰 越 利 益 剰 余 金 4,457  4,692  

株 主 資 本 合 計 14,948  15,389  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 148  401  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 148  401  

純 資 産 の 部 合 計 15,097  15,791  

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 52,938  57,596  
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５.中間損益計算書 

                                            （単位：百万円） 

期 別 

 

科 目 

２０２１年度 

中間会計期間 

２０２１年４月１日から 

２０２１年９月３０日まで 

２０２２年度 

中間会計期間 

２０２２年４月１日から 

２０２２年９月３０日まで 

金 額 金 額 

経 常 収 益 18,001  23,570  

保 険 料 等 収 入 17,503  23,178  

( う ち 保 険 料 ) （            16,346） （            17,172） 

資 産 運 用 収 益 219  341  

（ う ち 利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 ） （              136） （              320） 

（ う ち 有 価 証 券 売 却 益 ） （              82） （               2） 

そ の 他 経 常 収 益 277  49  

責 任 準 備 金 戻 入 額 234  －  

そ の 他 の 経 常 収 益 42  49  

経 常 費 用 16,918  23,088  

保 険 金 等 支 払 金 6,317  10,084  

（ う ち 保 険 金 ） （             1,554） （             1,277） 

（ う ち 給 付 金 ） （             3,412） （             5,398） 

（ う ち 解 約 返 戻 金 ） （               1） （              10） 

（ う ち そ の 他 返 戻 金 ） （              45） （              38） 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 85  2,291  

支 払 備 金 繰 入 額 85  1,876  

責 任 準 備 金 繰 入 額 － 415  

資 産 運 用 費 用 21  1  

（ う ち 支 払 利 息 ） （               0） （               1） 

（ う ち 有 価 証 券 売 却 損 ） （              21） （              －） 

事 業 費 8,726  8,847  

そ の 他 経 常 費 用 1,767  1,863  

経 常 利 益 1,082  482  

特 別 損 失 4  9  

固 定 資 産 等 処 分 損 0  0  

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 4  8  

貸 倒 損 失 －  0  

税 引 前 中 間 純 利 益 1,078  472  

法 人 税 及 び 住 民 税 408  358  

法 人 税 等 調 整 額 △47  △120  

法 人 税 等 合 計 361  237  

中 間 純 利 益 717  235  
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６.中間株主資本等変動計算書 

２０２１年度中間会計期間 

（２０２１年４月１日から２０２１年９月３０日まで）                           （単位：百万円） 

 株主資本 評価・換算差額等 純資産合計 

 資本金 

 

 

資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計 

その他有価

証券評価差

額金 

評価 

・換算差額

等合計 

資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金 

資本 

剰余金

合計 

利益準

備金 

その他利

益剰余金 

利益 

剰余金

合計 繰越利益

剰余金 

当期首残高 7,500 2,540 437 2,977 14 3,118 3,133 13,610 42 42 13,652 

当中間期変動額            

 新株の発行 － － － － － － － － － － － 

 剰余金の配当 － － － － － － － － － － － 

 中間純利益 － － － － － 717 717 717 － － 717 

 自己株式の処分 － － － － － － － － － － － 

 株主資本以外の項

目の当中間期変動

額(純額) 

－ － － － － － － － 142 142 142 

当中間期変動額合計 － － － － － 717 717 717 142 142 860 

当中間期末残高 7,500 2,540 437 2,977 14 3,836 3,850 14,327 185 185 14,512 

 

 

２０２２年度中間会計期間 

（２０２２年４月１日から２０２２年９月３０日まで）                           （単位：百万円） 

 株主資本 評価・換算差額等 純資産合計 

 資本金 

 

 

資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計 

その他有価

証券評価差

額金 

評価 

・換算差額

等合計 

資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益準

備金 

その他利

益剰余金 

利益 

剰余金

合計 繰越利益

剰余金 

当期首残高 7,500 2,540 437 2,977 14 4,457 4,471 14,948 148 148 15,097 

当中間期変動額            

 新株の発行 － － － － － － － － － － － 

 剰余金の配当 － － － － － － － － － － － 

 中間純利益 － － － － － 235 235 235 － － 235 

 自己株式の処分 － － － － － － － － － － － 

 株式交換による増

加 

－ － 205 205 － － － 205 － － 205 

 株主資本以外の項

目の当中間期変動

額(純額) 

－ － － － － － － － 253 253 253 

当中間期変動額合計 － － 205 205 － 235 235 440 253 253 693 

当中間期末残高 7,500 2,540 642 3,182 14 4,692 4,706 15,389 401 401 15,791 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

２０２２年度中間会計期間末 

1. 会計方針に関する事項 

 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、その他有価証券については、9 月末日の市場

価格等に基づく時価法(売却原価の算定は移動平均法)によっております。 

子会社株式（保険業法第 2 条第 12 項に規定する子会社が発行する株式をいう）については原価法によっております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

(2) 有形固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

・リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が 10 万円以上 20万円未満のものについては、3 年間で均等償却を行っております。 

 

(3) 無形固定資産の減価償却の方法 

無形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・ソフトウェア 

利用可能期間に基づく定額法によっております。 

・その他の無形固定資産 

利用可能期間に基づく定額法によっております。 

 

(4) 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産は、9 月末日の為替相場により円換算しております。外貨建その他有価証券の換算差額は、為替による影響も含めてその他有価

証券評価差額金として処理しております。 

 

(5) 引当金の計上方法 

① 貸倒引当金 

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、個別に見積もった回収不能額及

び貸倒実績率に基づき算定した金額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に則り、所管部署及び当該部署から独立した部署が査定を行い、その査定結果に基づいて引当を行

っております。 

② 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務の見込額に基づき、計上しております。当社は
退職一時金制度の改定により、2014 年 6月１日時点で在職する支給対象者について、支給額を確定し、退職時に支給するものとしており
ます。 

なお、「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い（実務対応報告第 2 号）」を適用し、引き続き「退職給付引当金」
として計上しております。 
2019年 4 月 1日より新たな退職給付制度を採用しております。その退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は次の通りです。 

退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 
数理計算上の差異の処理年数  5 年 
また、2022年 4月 1 日より子会社化に伴う転籍者の退職給付制度を引き継いでおります。当該退職給付引当金は、従業員の退職給付に

備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上しております。 
 

(6) 価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

 

(7) 収益の計上方法 

当社は他の保険会社と保険募集の委託及び再委託に関する契約を締結しており、保険契約の締結代理業務及び事務の代行業務を行っており

ます。これらの業務が発生した時点又は発生した期間において、他の保険会社が保険契約に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判

断していることから、保険契約の締結代理業務及び事務の代行業務が発生した時点又は発生した期間に応じて収益を認識しております。取引

の対価は履行義務を充足してから 1 年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。 

 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費

税等については、その他資産に計上し 5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、当中間期に費用処理しております。 

 

(9) 責任準備金 

当中間期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来における債務の履行に備えるため、保険

業法第 116 条第 1 項に基づき、保険料及び責任準備金の算出方法書（保険業法第 4 条第 2 項第 4 号）に記載された方法に従って計算し、責任

準備金を積み立てております。 
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責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。 

① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第 116 条及び保険業法施行規則第 69 条第 1 項第 3 号に基づき、保険契約に基づく将来

の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。 

 

(10) 保険料等収入（再保険収入を除く） 

  保険料等収入（再保険収入を除く）は、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、当該収納した金額により計上してお

ります。 

 なお、収納した保険料等収入（再保険収入を除く）のうち、当中間期末時点において未経過となっている期間に対応する部分については、

保険業法第 116条及び保険業法施行規則第 69 条第１項第２号に基づき、責任準備金に積み立てております。 

 

(11) 保険金等支払金（再保険料を除く） 

  保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づいて算定された金額を支払った契約について、

当該金額により計上しております。 

 なお、保険業法第 117 条及び保険業法施行規則第 72 条に基づき、当中間期末時点において支払義務が発生したもの、または、まだ支払事

由の報告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められるもののうち、それぞれ保険金等の支出として計上していないものについ

て、支払備金を積み立てております。 

 

(12) 連結納税制度の適用 

  2020 年 1月 1 日より、楽天グループ株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として、連結納税制度を適用しており

ます。 

 

(13) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

  当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020 年法律第 8 号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度へ

の移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

に関する取扱い」（実務対応報告第 39号 2020年 3 月 31 日）第 3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第 28 号 2018年 2月 16日）第 44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額については、改正前の税法の規定に基づ

いております。 

 

2. 会計上の見積りに関する事項 

 

(1) 繰延税金資産の回収可能性 

   ①当事業年度の中間財務諸表に計上した金額 1,349 百万円 

②その他の情報 

a.算出方法 

 繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金のうち未使用のもの及び将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲

内で認識しております。課税所得が生じる可能性の判断においては、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理的に見積り、金

額を算定しております。 

b.主要な仮定及び翌事業年度の財務諸表に与える影響等 

 これらの見積りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、

翌事業年度以降の財務諸表において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が変更され

た場合に、翌事業年度以降の財務諸表において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

(2) 責任準備金 

   ①当事業年度の中間財務諸表に計上した金額 

責任準備金…32,063百万円 

責任準備金繰入額…415百万円 

②その他の情報 

a.算出方法 

「1．会計方針に関する事項（9）責任準備金」に記載のとおりであります。 

b.主要な仮定及び翌事業年度の財務諸表に与える影響等 

 保険料及び責任準備金の算出方法書に記載された計算前提（予定発生率・予定利率等）が直近の実績と大きく乖離することにより、

将来の債務履行に支障をきたすおそれがあると認められる場合には、保険業法施行規則第 69 条第 5項に基づき、追加の責任準備金を計

上する必要があります。 
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3. 主な金融資産及び金融負債に係る中間貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

   （単位：百万円） 

 
中間貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1)現金及び預貯金 2,954 2,954 － 

(2)買入金銭債権 8,456 8,456 － 

(3)有価証券 30,044 30,044 － 

その他有価 証券 30,044 30,044 － 

(4)再保険貸 5,216 5,216 － 

(5)未収金 2,815 2,815 － 

資産計 49,487 49,487 － 

(1)再保険借 2,225 2,225 － 

(2)未払金 620 620 － 

負債計 2,846 2,846 － 

（注 1）非上場株式等の市場価格のない株式等については、有価証券に含めておりません。 

（注 2）当該非上場株式の当中間期末における中間貸借対照表価額は、205 百万円であります。 

（注 3）現金及び預貯金、再保険貸、未収金、再保険借、未払金については、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

 

4. 主な金融商品の時価の内訳等に関する事項は、次のとおりであります。 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定に

おける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1) 時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産 

    （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

買入金銭債権 － － 8,456 8,456 

有価証券 3,321 24,255 2,467 30,044 

その他有価証券 3,321 24,255 2,467 30,044 

社債 － 14,145 2,467 16,613 

外国証券 － 10,110 － 10,110 

その他 3,321 － － 3,321 

資産計 3,321 24,255 10,923 38,500 

 

(2) 時価をもって中間貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

    （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

現金及び預貯金 2,954 － － 2,954 

再保険貸 － － 5,216 5,216 

未収金 － － 2,815 2,815 

資産計 2,954 － 8,032 10,986 

再保険借 － － 2,225 2,225 

未払金 － － 620 620 

負債計 － － 2,846 2,846 

 

(3) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

ア. 買入金銭債権 

買入金銭債権は、取引金融機関から入手した価格を用いて評価しております。 

入手した価格に使用されたインプットには、重要な観察できないインプットを用いているためレベル３の時価に分類しております。 

イ. 有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しております。上場リートがこ

れに含まれます。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。 
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相場価格をもって時価としている債券以外の債券は、取引金融機関から入手した価格を用いて評価しております。これらの価格は重要

な観察できないインプットを用いているためレベル３の時価に分類しております。 

 

(4) 時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産のうちレベル３の時価に関する情報 

ア. 期首残高から中間期末残高への調整表、当中間会計期間の損益に認識した評価損益 

     (単位：百万円) 

 買入金銭債権 有価証券 合計 

 その他有価証券 その他有価証券 

住宅ローン 

信託受益権 

カード債権 

信託受益権 

社債 

期首残高 4,337 4,401 506 9,245 

当中間会計期間の損益又はその他

の包括利益 

△78 △1 △39 △119 

損益に計上(*1) - - △5 △5 

購入、売却、発行及び決済による変

動額（純額） 

△202 - 2,000 1,797 

レベル３の時価への振替 - - - - 

レベル３の時価からの振替 - - - - 

中間期末残高 4,056 4,400 2,467 10,923 

当中間会計期間損益に計上した額の

うち中間貸借対照表において保有す

る金融商品の評価益 

- - - - 

(*1) 中間損益計算書の「資産運用収益」及び「資産運用費用」に含まれております。 

 

イ. 時価の評価プロセスの説明 

当社は、経理部門にて時価の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って時価を算定しております。算定された時価は、リ

スク管理部門にて、時価の算定に用いられた評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しており、時価

の算定の方針及び手続に関する適正性が確保されております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においては、利用され

ている評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。 

 

ウ. 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

住宅ローン信託受益権の算定で用いている重要な観察できないインプットは、倒産確率、倒産時の損失率及び期限前返済率であります。

これらのインプットの著しい増加（減少）は、それら単独では、時価の著しい低下（上昇）を生じさせることとなります。一般に、倒産

確率に関して用いている仮定の変化は、倒産時の損失率に関して用いている仮定の同方向への変化を伴い、期限前返済率に関して用いて

いる仮定の逆方向への変化を伴います。カード債権信託受益権の算定で用いている重要な観察できないインプットは、貸倒確率、貸倒時

の損失率であります。これらのインプットの著しい増加（減少）は、それら単独では、時価の著しい低下（上昇）を生じさせることとな

ります。一般に、貸倒確率に関して用いている仮定の変化は、貸倒時の損失率に関して用いている仮定の同方向への変化を伴います。 

 

5. 関係会社の株式は 205百万円であります。 

 

6. 保険業法施行規則第 73 条第 3項において準用する同規則第 71条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備

金」という。）の金額は 7百万円であり、同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」

という。）の金額は 18,858 百万円であります。 

 

7. 平成 8 年大蔵省告示第 50号第 1 条第 5 項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の当中間期末残高は 2,662 百万円であります。 

 

8．企業結合に関する事項（共通支配下の取引等） 

 
(1)企業結合の概要 

当社は 2022 年 2 月 21 日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社とし、楽天少額短期保険株式会社（以下、「楽天少額短期

保険」といいます。）を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、2022 年 3 月 1 日付
で両社の間で株式交換契約（以下「本契約」といいます。）を締結いたしました。 
本株式交換は、2022年 4月 1 日付で実施され、楽天少額短期保険は当社の株式交換完全子会社となりました。 

①結合当事企業の名称及び事業の内容 
  株式交換完全子会社の名称 楽天少額短期保険株式会社 
  事業の内容        少額短期保険業 

②企業結合日 
2022年 4 月 1日 
③企業結合の法的形式 

本株式交換は、当社においては、会社法第 796 条第 2 項の規定により、本契約につき同法第 795条第 1 項に定める株主総会による承認を
受けることなく、また楽天少額短期保険においては、2022 年 3 月 1 日開催の株主総会において本契約の承認を受けた上で実施しておりま
す。本株式交換に際し、楽天少額短期保険の株主に対しては対価を交付いたしません。 

④結合後企業の名称 
 結合後企業の名称に変更はありません。 
⑤本株式交換の目的 
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当社と一体運営を図るため、楽天インシュアランスホールディングス株式会社との株式交換により、楽天少額短期保険の子会社化を図り
ました。これにより、下記事項の実現を目的としております。 
・楽天保険グループとしてすべての人に安心と保障を提供すべく、現在の健康状態や過去の傷病歴などによって、保険に契約できない方へ

向けた保険の開発、提供 
・少額短期保険事業者の強みを生かして、特定の限定した分野へ機動的な保障の提供 
 

(2)実施した会計処理の概要 
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21号）、及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第 10 号）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。これにより当社の資本剰余金の金額が 205 百万円増加いた

しました。 
 

(3)取得原価の算定等に関する事項 

子会社株式の取得対価 205 百万円 
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（中間損益計算書関係） 

２０２２年度中間会計期間 

1. 有価証券売却益は、その他の証券 2 百万円であります。 

 

2. 支払備金繰入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は 1 百万円、責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金戻

入額の金額は 2,755 百万円であります。 

 

3. 利息及び配当金等収入の内訳は、次のとおりであります。 

預 貯 金 利 息   0 百万円 

有価証券利息・配当金   280百万円 

貸 付 金 利 息   0 百万円 

そ の 他 利 息 配 当 金   39百万円 

 計     320百万円 

 

4. 1 株当たり中間純利益は、8,869円 22銭であります。 

 

5. 再保険収入には、平成 8 年大蔵省告示第 50号第 1条第 5項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の増加額 3,682 百万円を含んでおりま

す。 

再保険料には、平成 8年大蔵省告示第 50号第 1条第 5項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の減少額 1,024百万円を含んでおります。 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

２０２２年度中間会計期間 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：株） 

 当期首 

株式数 

当中間期 

増加株式数 

当中間期 

減少株式数 

当中間期末 

株式数 

発行済株式     

普通株式 26,516 － －  26,516 

合 計 26,516 － － 26,516 
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７．経常利益等の明細（基礎利益） 

                                         （単位：百万円） 

 ２０２１年度 

第２四半期（上半期） 

２０２２年度 

第２四半期（上半期） 

基礎利益        Ａ △1,551 △2,371 

キャピタル収益 82 21 

 

金銭の信託運用益 - - 

売買目的有価証券運用益 - - 

有価証券売却益 82 2 

金融派生商品収益 - - 

為替差益 - 18 

その他キャピタル収益 - - 

キャピタル費用 21 - 

 

金銭の信託運用損 - - 

売買目的有価証券運用損 - - 

有価証券売却損 21 - 

有価証券評価損 - - 

金融派生商品費用 - - 

為替差損 - - 

その他キャピタル費用 - - 

キャピタル損益       Ｂ 61 21 

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ △1,490 △2,350 

臨時収益 2,811 2,959 

 

再保険収入 - - 

危険準備金戻入額 - - 

個別貸倒引当金戻入額 - - 

その他臨時収益 2,811 2,959 

臨時費用 238 127 

 

再保険料  - - 

危険準備金繰入額 238 127 

個別貸倒引当金繰入額 - - 

特定海外債権引当勘定繰入額 - - 

貸付金償却 - - 

その他臨時費用 - - 

臨時損益          Ｃ 2,573 2,832 

経常利益      Ａ＋Ｂ＋Ｃ 1,082 482 

（注）その他臨時収益の内容は、再保険による責任準備金戻入額 2,959 百万円です。 
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８．保険業法に基づく債権の状況 

（単位：百万円、％） 

区    分 ２０２１年度末 

２０２２年度 

第２四半期 

（上半期）末 

 

  破産更生債権及びこれらに準ずる債権 - - 

 危険債権 - - 

 三月以上延滞債権 - - 

 貸付条件緩和債権 - - 

小計 - - 

（対合計比） （     -） （     -） 

正常債権 194 194 

合計 194 194 

 

（注） １．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従っ

た債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。（注１に掲げる債権を除く。） 

３．三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金です。 

（注１及び２に掲げる債権を除く。） 

４．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金です。（注１から３に掲げる債

権を除く。） 

５．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から４までに掲げる債権以

外のものに区分される債権です。 
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９．ソルベンシー・マージン比率 

（単位：百万円） 

項   目 ２０２１年度末 

２０２２年度 

第２四半期 

（上半期）末 

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 24,742 25,250 

 資本金等 14,948 15,389 

 価格変動準備金 64 73 

 危険準備金 2,483 2,610 

 一般貸倒引当金 - - 

 
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益

（税効果控除前））×９０％（マイナスの場合１００％） 
218 603 

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） - - 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 5,294 4,954 

 負債性資本調達手段等 - - 

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手

段等のうち、マージンに算入されない額 
- - 

 持込資本金等 - - 

 控除項目 - △205 

 その他 1,733 1,824 

リスクの合計額  

4

2

732

2

81 )()( RRRRRR +++++  （Ｂ） 
3,297 

 

3,569 

 保険リスク相当額        Ｒ1 1,111 1,173 

 第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 1,304 1,355 

 予定利率リスク相当額      Ｒ2 2 1 

 最低保証リスク相当額      Ｒ7 - - 

 資産運用リスク相当額      Ｒ3 2,107 2,376 

 経営管理リスク相当額      Ｒ4 90 98 

ソルベンシー・マージン比率 

     （Ａ）    

（１／２）×（Ｂ） 

1,500.6％ 1,414.6％ 

 

（注）上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出してい

ます。 

 

 

１０．特別勘定の状況  

  該当ありません。 

 

１１．保険会社及びその子会社等の状況 

当第２四半期（上半期）においては、子会社等の規模を考慮し、当企業集団の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいことから、連結財務諸

表を作成していません。 

×１００ 


